














































































































































































































































































費　　　　用 金　額 収　　　　　益 金　額
（企　業　的　領　域）
o　　　営　　　費一般管理費及販売費
G　　　　　　損
1，446
W17@3
　（企　業　的　領　域）
п@　　上　　　高
ﾑ野等売払収入
G　　　収　　　入
G　　　　　　益
X林保全費等受入
@（営　　業　　損　　失）
1，723
R40
P10
@1@11
@81
合　　　　　　計 2，266合　　　　　　計 2，266
（国家的領域・事業勘定）
｡　山　事　業　費 135
（国家的領域・事業勘定）
｡山勘定より受入 135
（国家的領域・資本勘定）
ｸ価　償　却　費
早@産　除　却　費
x　　払　　利　　子
c　業　損　失
503
T0
U43
W1
（国家的領域・資本勘定）
?q財源受入i本　年　度　損　失）
100
P，177
合　　　　　　計 1，277合　　　　　　計 1，277
2．コスト・ベネフィット分析
コ　　ス　　ト
本年度損失花粉症による損失
ベネフィット超過額
合
1，177
（75，197）
計 （76，284）
ベネフィット
（国有林のベネフィット）
酸素供給，大気の浄化
水資源かん養
土砂流失防止土壌崩壊防止保　健　休　養
野生鳥獣保護気　温　保　持
栄養塩の無機化作用
そ　　の　　他
小　　　　　計
（国有林経営のベネフィット）
森林の保育木材価格の安定
山村住民の雇用と所得増大
小　　　　　計
合　　　　　計
（34，944）
（10，920）
（16，162）
　（374）
（10，702）
（3，182）
（76，284）
3．再調整
政府資金の受入
純ベネフィット超過額
合　　　　　計
　246
（74，951）
（75，197）
ベネフィット超過額　　　　　　　（75，197）
合計（75，197）（注）森林のベネフィットは，1980年度についての農林水産省資料による森林の公益機能24兆
　　4，500億円に対し，国有林面積31．2％を乗算して算出（年度が異なるためカッコで表示）。
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6　経営思想はどう形成されるか
エコビリティの経営思想はどのようにして形成されるであろうか。
（1）EBとしての企業・経営の認識
　それは第一に企業・経営をEBの場として認識しなければならない。企業の動機は営利ではな
くしてベネフィット（便益）であり，そのためのコスト（原価）概念を拡大して，できるだけお
おく環境への負荷を原価にとりこむ必要がある。現在のせまい収益主義会計一費用，収益の対
応計算一からEBの立場からのコスト・ベネフィット分析を実施し開示する必要がある。その
一例を国有林野特別会計をれいとしてあげれば9頁の表のようになる。
この表から次の点が明らかとなる。
　（1＞国有林野事業は，売上高から経常費と販売管理などの経費を賄った場合，その損失はわずか
81億円にすぎない。
　（2）治山事業費は必ずしも多くはなく，治山勘定より受け入れた範囲で支出がなされている。こ
のことは，森林の保全が十分なされず，荒廃にさらされていることを示すものである。
　（3）減価償却費，資産除去費，支払利息などは，資本投下から生じる諸費用であり，資本費とよ
ぶ。資本費は，主として経営者の才覚と責任からその金額がきまる。国有林野事業勘定の1，177
億円の赤字はほとんどここから生じている。国が支払利息と減価償却費を負担してくれるか，林
道開発など償却資産への投資をすべて国が一般会計からの支出を行なうこととし，減価償却費の
計上を必要としなければ，資本勘定領域の費用は必要でなくなり，国有林野事業特別会計の赤字
はなくなる。
　（4）コスト・ベネフィット分析によって，国有林のベネフィット（便益）は7兆円をこえ，企業
的領域における売上高1，723億円よりはるかに大きなものであることが推定される。とりわけ，
酸素供給，大気の浄化，土砂流失，水資源酒養，保健休養などのベネフィットが大きい。
　（5）同時にまた，国有林野事業は，その経営の遂行過程そのもののもつ公益性がある。その1つ
は，市場に木材を供給する量を調節することによって，その価格を安定させる機能を持つが，現
代は外材の大量輸入により，十分はたされていない。
　（6）人の住まない山村が増えている。これは，国の農・林業政策によるところが多い。とくに，
林業就業者は「林業生産活動の停滞を反映して減少傾向で推移してきており，平成2年は昭和60
年を3万人下回る11万人となった。また，年齢構成についてみると50歳以上の就業者の割合が
69％（60歳以上は25％）と高齢化がしんこうしている」（『林業白書』1991年度版，59ページ）。
山村住民の雇用と所得を増加させるという林業経営のベネフィットは多く失われている。
　（7）表のように，国有林野事業勘定の損失はこれまで述べた国有林野事業のベネフィットによっ
て，十分補われてあまりがある。政府は，こうしたベネフィット＝公益性があるために，治1」」勘
定と一般会計から146億円を投入している。それは，ベネフィットのコストともいえる。このた
（375）　　　　　　　　　　　　　　大企業の環境保全経営論序説　　　　　　　　　　　　　　　　71
め，再調整してこの部分を差し引いた純ベネフィットを金額化すると7兆5，197億円となる7）。
（2）環境保全の知識，技術，思想の育成
　環境保全の必要性にたいする広く，深い知識が必要である。そのうえで，公害を防御し，自然
破壊を防止するための技術を開発しなければならない。こうした過程は同時に，環境保全の科学
をうみだし，これと企業理念との対立・矛盾を超克したところに，環境保全の経営思想がうみだ
される。
すなわち
　環境保全の知識・技術一環境科学一環境保全の経営思想
となる。
（3）EBの行動はどう動機付けされるか
　エコビリティの実践はどう動機付けされるであろうか。それはエコビリティの理念を経営方
針・経営指針とし，経営実践をすすめ，それがひろく社会にうけいれられていく過程で経営信条
としてより企業にふかく浸透していくであろう。
すなわち
　エコビリティ（EB）の理念一EBの経営方針・経営指針一EBの経営実践一EBの経営
信条
となる。
（4）エコビリティによる経営管理
　エコビリティによる経営管理はさしづめつぎのように図式化できる
??????????消費者PR－一一一一
大衆PR　－一一一一
研究開発　一一一一一
原材料・商品仕入れ一
工場・設備一一一一一
製造方法一一一一一一
製品一一一一一一一一
販売方法（包装，輸送）
株主PR－一一一一一
人事管理一一一一一一
このすべての環境管理のもとにおく
11　環境内部監査一112環境外部監査
7）山口孝「国有林野会計の変遷とコスト・ベネフィット分析」，黒木三郎他「日本国有林論」大月書店，1993
　年3月，第7章141ページ～144ページ。
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7　社会的統制の必要
　エコビリティを実施させるためには，社会的な統制が必要である。世界各国の民間代表者で構
成する国際標準化機構は，国際的な品質管理システムのチェック機構であるが，「企業が環境保
全的な行動をするための行動指針及び環境にあたえる負荷を最小限かにできるための製品の規格
について，国際標準をつくろうとする」努力しており8）各国もこれに対応する準備をすすめてい
る。また企業の労働組合組織による，この面の要求とその実施過程の監視がのぞまれる。金融機
関の融資の基準にも環境審査をとりいれる姿勢が求められている。
　法制度の面では，第一一に環境への負荷を軽減し環境保持に役立つために環境税の施行が必要で
ある。市民フヲーラム2001（事務局長岩崎駿介）は環境税プロジェクトをつくり，環境規制・
税制のあり方と方法について提案をおこなっている。
　彼らは1．基本的問題として，（ユ）直接規制を交替させてはならない。（2）歳出全体が開発に偏っ
ており資源保護，環境保全があまりにも小さい。（3源子力が優遇されている。（4）温暖化や環境破
壊を促進する補助金，税制優遇措置が多い。（5）金融，貿易の問題（としか書かれていない一筆
者）（6）エネルギーだけでなく，資源の乱用防止のためにバージン資源税の考え方が必要。（7）予算
の単年度主義について例外を認めるべき，としている。つづいて2．規制で対処することが適当
なものとして（1）大気汚染物質の規制等型7公害関係。（2）オゾン層破壊物質の規制回収義務付け。
（3）重金属汚染商品の規制，回収義務付け（乾電池等）をあげている。さらに3。税・課徴金施設
として（1）温暖化防止のための税・課徴金。（2）自動車交通のための税・課徴金。（3）有害物質を含ん
だ商品への税・課徴金。（4）バージン税・課徴金。（5）廃棄物への税・課徴金，をあげている。
　筆者によればさらに商法，証券取引法などに，企業の社会的責任の重要な要件として，環境保
全の責任とその実施過程の開示（筆者が提示するような，コスト・ベネフィット分析の開示もそ
こにふくまれる。）を明文化することがのぞまれる。
　しかし，もっとも重要なのは，国民が強くこの必要せいを自覚して町や村おこしのための必須
の条件として自らの生活を環境保全型にきりかえ，企業・政府・自治体にもこうした面での積極
的な施策をもとめてゆくことが必要である。
以　上
8）保多博他「環境保全と経済の発展」ダイヤモンド社，1994年，153ページ。
注）三上富三郎氏の「環境保全に対応する企業の経営行動一マーケティングを中心として一」（「明大商学論
　そう」第76巻第4号）は環境保全に対応する企業行動を，マーケティングに焦点をあてて論じたきわめて示
　唆にとむ優れた論文である。氏はつぎの6Pから環境マーケティングを論じる必要がある，とされそれぞれに
　ついて環境保全の立場でのあるべき姿を論じられている。いまその6Pとはつぎのようである。
　P－1　Product（製品，製品計画）
　P－2　Packaging（包装，価格政策）
　P－3　Price（価値，価格政策）
　P－4　Place（チャネル，販売経路政策）
　P－5　Promotion（広告，販促など）
　P－6　Physical　Distribution（物的流通）
　（前掲論文，66ページ）
